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アジア経済法令ニュース No.23-08 

 添付法令資料 1： 韓国基礎研究振興及び技術開発支援に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国市場主体登記管理条例実施細則（目次） 

 添付法令資料 3：輸出を目的とする加工、組立て又は他の物品への据付のための物品 

  及び材料の輸入に係る関税免除並びに付加価値税又は付加価値税 

  及び奢侈品販売税の不徴収に関する 2022 年 10 月 24 日付 

  インドネシア共和国財務大臣規則 No. 149/PMK.04/2022（目次） 

 添付法令資料 4： 電子の識別及び認証に関して定めるベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 2 月 27 日（月） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（総務省令第 9 号） 

23.02.22 公布／同日施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国务院关于废止部分行政法规和文件的决定 

23.02.24 公布 国務院令第 758 号／23.03.31 施行 

2 关于支持新能源商品汽车铁路运输服务新能源汽车产业发展的意见 

23.01.03 公布 国家鉄路局等 国鉄運輸監[2023]4 号 

3 国家能源局关于印发《2023 年能源监管工作要点》的通知 

23.01.04 公布 国家能源局 国能発監管[2023]4 号 

4 2022 年度十大行政检察典型案例 

23.02.19 公布 最高人民検察院 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 中共中央办公厅 国务院办公厅印发《关于进一步加强财会监督工作的意见》 

23.02.15 公布 中共中央弁公庁 国務院弁公庁 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 
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1 ロシア連邦租税法典第 1 部第 4 条及び第 2 部並びに個別のロシア連邦法規へ

の変更の導入に関する 2022 年 11 月 21 日付ロシア連邦法律 No.443-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

2 ロシア連邦租税法典第 2 部第 25.1 章への変更の導入に関する 2022 年 11 月

21 日付ロシア連邦法律 No.444-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 2022－2027 段階におけるベトナム社会主義共和国である一方当事者とユー

ラシア経済連合及び構成各国である他方当事者との間の自由貿易協定を実施

するためのベトナムの特別優遇輸入税表に関する議定 

政府の 2022 年 12 月 30 日付第 113/2022/NĐ-CP 号議定／22.12.30 施行 

2 2022－2027 段階における環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先

進的な協定を実施するためのベトナムの特別輸出税表及び特別優遇輸入税表

に関する議定 

政府の 2022 年 12 月 30 日付第 115/2022/NĐ-CP 号議定／22.12.30 施行 

 

第 5 韓国 

1 学校用地負担金還付等に関する特別法施行令廃止令 

23.02.21 公布 大統領令第 33252 号／同日施行 

2 兵役義務履行関連教員未任用者採用に関する特別法施行令廃止令 

23.02.21 公布 大統領令第 33253 号／同日施行 

3 住宅賃貸借保護法施行令一部改正令 

23.02.21 公布 大統領令第 33254 号／同日施行 

4 環境改善費用負担法施行令一部改正令 

23.02.21 公布 大統領令第 33256 号／同日施行 

5 国立墓地の設置及び運営に関する法律施行規則一部改正令 

23.02.21 公布 総理令第 1863 号／同日施行 

6 植物防疫法施行規則一部改正令 

23.02.22 公布 農林畜産食品部令第 563 号／同日施行 

7 海洋生態系の保全及び管理に関する法律施行規則一部改正令 

23.02.22 公布 海洋水産部令第 583 号／同日施行 

8 水上における捜索・救助等に関する法律施行規則一部改正令 

23.02.23 公布 海洋水産部令第 584 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 修正智慧財產案件審理法 

23.02.15 公布 総統府 華總一義字第 11200010201 號令 

2 修正公務人員任用法條文 
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23.02.15 公布 総統府 華總一義字第 11200010671 號令 

3 修正菸害防制法 

23.02.15 公布 総統府 華總一義字第 11200010211 號令 

4 將溫室氣體減量及管理法名稱修正為氣候變遷因應法；並修正條文 

23.02.15 公布 総統府 華總一義字第 11200010681 號令／同日施行 

5 增訂並修正兒童及少年性剝削防制條例條文 

23.02.15 公布 総統府 華總一義字第 11200010181 號令／一部を除き、同

日施行 

6 修正性侵害犯罪防治法 

23.02.15 公布 総統府 華總一義字第 11200010191 號令／一部を除き、同

日施行 

 

第 7 シンガポール 

1 Employment of Foreign Manpower Act 1990 - Employment of Foreign 

Manpower (Work Passes) (Amendment) Regulations 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 10 

Feb 2023 and come into operation on 13 Feb 2023; No.S60/2023 

2 Workplace Safety and Health Act 2006 - Workplace Safety and Health 

(COVID-19 Safe Workplace) (Revocation) Regulations 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 10 

Feb 2023 and come into operation on 13 Feb 2023; No.S61/2023 

3 Customs Act 1960 - Customs (Duties) (Amendment) Order 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 14 

Feb 2023 and comes into operation on 14 Feb 2023; No.S67/2023 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INSURANCE COMMISSION  

  CIRCULAR LETTER 2023-06 

  SUSPENSION OF SUBMISSION OF THE ANTI-MONEY 

LAUNDERING AND COUNTER-TERRORISM FINANCING 

COMPLIANCE QUESTIONNAIRE UNDER CL NO. 2020-08 

23.02.16 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 
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  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21-2023 

  CLARIFICATION AND GUIDANCE ON SECTION 5 OF REVENUE 

REGULATIONS (RR) NO. 18-2021 ON THE POSTING OF EXPORT BOND 

PRIOR TO REMOVAL OF TOBACCO PRODUCTS, HEATED TOBACCO 

PRODUCTS AND VAPOR PRODUCTS FOR EXPORT FROM PLACE OF 

MANUFACTURE 

23.02.16 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 23-2023 

  AMENDING REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 48-2018 ON 

THE CLASSIFICATION AND PROCESSING TIME OF ONE-TIME 

TRANSACTIONS  

23.02.17 付 

4 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 24-2023 

  PROVIDES FURTHER CLARIFICATIONS ON THE QUALIFICATIONS 

OF ECOZONE LOGISTICS SERVICE ENTERPRISE (ELSE) TO THE 

INCENTIVES OF VAT-ZERO RATE ON LOCAL PURCHASES OF GOODS 

AND SERVICES EXCLUSIVELY AND DIRECTLY USED IN THE 

REGISTERED PROJECT OR ACTIVITY   

23.02.17 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 労働紛争及び争議の解決手続の簡略化問題に係るいくつかのカザフスタン共

和国法令への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 

2023 年 2 月 15 日付 No.199-VI ZRK／公布の日から 60 暦日経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 2023 年における再生可能エネルギー資源及び省エネ設備の導入の加速化に

係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 2 月 16 日付 No.PP-57／同月 17 日施行 

 



 

 5 

第 15 トルコ 

1 小売業において適用される原則及び規則に関する規則における変更の実施に

関する貿易省の規則 

2023 年 2 月 23 日官報 No.32113／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国基礎研究振興及び技術開発支援に関する法律（目次） 

   2 中国市場主体登記管理条例実施細則（目次） 

   3 輸出を目的とする加工、組立て又は他の物品への据付のための物品及び材料

の輸入に係る関税免除並びに付加価値税又は付加価値税及び奢侈品販売税の

不徴収に関する 2022 年 10 月 24 日付インドネシア共和国財務大臣規則 No. 

149/PMK.04/2022（目次） 

   4 電子の識別及び認証に関して定めるベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主
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任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 
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為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


